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要 旨

目的：札幌市における過去約３０年の自殺の状況を疫学的に検討する．

資料と方法：自殺に関係する資料は人口動態統計，完全失業率は労働力統計，自殺の動機・手段に関する資料は警

察庁のホームページ上の公開資料，人口は国勢調査によった．男女別・年齢階級別等で検討した．

結果：札幌市の自殺粗死亡率は，有意に高い年はなかったが（P＞０．０５），標準化死亡比（SMR）は次第に増加す

る傾向にあった．完全失業率と札幌市全体の自殺粗死亡率との間には強い相関が見られ（r＝０．８７，P＜０．０１），完

全失業率が１％低下すると，札幌市全体としての自殺者は年間７０人近く減ると推定された．札幌市は動機として健

康問題が少なく，手段として「飛込み」は少なかった．

考察：札幌市の自殺の SMRが増加傾向にあることには留意すべきである．経済状態を好転させることが根本的対

策であると思われた．
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緒言

わが国においては，平成の時代に入ってまもなくバ

ブル経済が崩壊し，９０年代末には大手金融機関の経営

破綻に伴って，自殺が急増し，人口動態統計上，年間

３万人を超える年も現れた．このような状況に対し，

自殺対策基本法や自殺対策総合大綱が制定・策定され

るなど，国は様々な対策を講じている．札幌市も例外

ではなく，特に１９９７年の北海道拓殖銀行の破綻の直後

から，やはり自殺が急増し，その抑止は，今日に至る

まで，行政にとって大きな保健政策上の課題となって

いる．今回の報告では，札幌市における過去約３０年の

自殺について，疫学的に分析を試みた．

資料と方法

札幌市における男女別・５歳年齢階級別の自殺死亡

数は人口動態統計によった．１９８０年から２０１０年までが

入手できた．男女別・５歳年齢階級別の人口は国勢調

査によった．１９８０年から２０１０年までの国勢調査年の人

口資料が入手できた．これら以外の年の人口は，比例

補間法により算出した．北海道健康づくり財団は，以

前より，３�４年の間隔を置いて，１０年毎の北海道各市
町村における主要疾患の標準化死亡比（SMR）を報
告してきた．札幌市の自殺の SMRは，同財団が過去
に発行した「北海道における主要死因の概要」のシリー

ズ１�７）によった．全国の自殺粗死亡率は「国民衛生の動

向」によった．北海道の完全失業率（男女計）は労働

力統計によった．１９８３年から２０１０年までの資料が入手

できた．札幌市に限定した資料は存在しなかった．自

殺の動機は警察庁のホームページ上の資料によった．

動機に関する自殺日・住所地ベースの札幌市および全

国の確定値として，２０１０年の資料を使用した（２００９年

以前は暫定値のみ）．自殺の手段も警察庁のホーム

ページ上の資料によった．手段に関する自殺日・住所

地ベースの全国の資料はなく，主要都市別の確定値と

して２０１０年の資料を使用した．

以上の資料を突き合わせ，完全失業率との関連性

や，他の大都市との比較も含め，男女別・５歳年齢階

級別などで分析した．

結果

１．１９８０年から２０１０年までの全国の自殺粗死亡率（人

口１０万対）を，札幌市の各年の人口に掛けたものを期

待値とし，札幌市の自殺による実死亡数と突き合わせ

て χ２検定を実施した．札幌市の自殺粗死亡率は，有
意水準５％では，全国より有意に低い年はあったが，

有意に高い年はなかった（表１）．
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２．「北海道における主要死因の概要」では，札幌市

の自殺のSMRが有意に高くなったことはなかったが，
SMRが次第に上昇する傾向は存在し，以前存在した
有意に低い状態は，男女とも最近になって消えた（表２）．

年 男性 女性

１９８３�１９９２ ９９．６ ８４．１���
１９８６�１９９５ ９１．８��� ７７．６���
１９９０�１９９９ ９４．３�� ８３．５���
１９９３�２００２ ９９．０ ８８．１���
１９９６�２００５ １００．６ ９２．１���
２０００�２００９ １０２．７ ９７．６

�Ｐ＜０．０５
��Ｐ＜０．０１
�：期待数より多い
�：期待数より少ない

表２．札幌市における自殺の標準化死亡比（SMR）．

年 全国死亡率（１０万対） 札幌市期待数 札幌市自殺数

１９８０ １７．７ ２４８．１ ２１６��
１９８１ １７．１ ２４４．５ ２００���
１９８２ １７．５ ２５５．２ ２２４��
１９８３ ２１ ３１２．２ ３０１

１９８４ ２０．４ ３０９．０ ３１７

１９８５ １９．４ ２９９．３ ２６６��
１９８６ ２１．２ ３３２．６ ２９２��
１９８７ １９．６ ３１２．５ ２４１���
１９８８ １８．７ ３０３．０ ２７７

１９８９ １７．３ ２８４．８ ２５３��
１９９０ １６．４ ２７４．２ ２１１���
１９９１ １６．１ ２７１．９ １９６���
１９９２ １６．９ ２８８．３ ２２０���
１９９３ １６．６ ２８６．０ ２４３��
１９９４ １６．９ ２９４．１ ２２３���
１９９５ １７．２ ３０２．２ ２２８���
１９９６ １７．８ ３１５．１ ２４８���
１９９７ １８．８ ３３５．２ ３０８

１９９８ ２５．４ ４５６．２ ４１３��
１９９９ ２５ ４５２．３ ４４２

２０００ ２４．１ ４３９．２ ４７５��
２００１ ２３．３ ４２７．３ ３５１���
２００２ ２３．８ ４３９．３ ３９６��
２００３ ２５．５ ４７３．７ ４６８

２００４ ２４ ４４８．６ ４４２

２００５ ２４．２ ４５５．２ ４７２

２００６ ２３．７ ４４７．３ ４０９��
２００７ ２４．４ ４６２．１ ４１９��
２００８ ２４ ４５６．１ ４７７

２００９ ２４．４ ４６５．３ ４２０��
２０１０ ２３．４ ４４７．８ ４３１

�０．０５＜Ｐ＜０．１０
�Ｐ＜０．０５
��Ｐ＜０．０１
�：期待数より多い
�：期待数より少ない

表１．全国の自殺粗死亡率から見た札幌市の自殺数．
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３．１９８３年から２０１０年まで，北海道の完全失業率（男

女計）と札幌市全体としての自殺粗死亡率との間には

強い相関が見られた（r＝０．８７，P＜０．０１，図１・表
３）．男女別・年齢別に見た場合，５０代後半の男性は

完全失業率との関連性が最も高かった（表３）．全体

としての一次回帰式は Y（人口１万対自殺粗死亡率）
＝０．３６５X（完全失業率）＋０．２８であったから，完全
失業率が１％低下すると，年間に人口１万対約０．３６５

人，札幌市の人口が１９０万人として，自殺者は約６９人

減ると推定された（図２）．

年齢 総数 男性 女性
１０�１４ ０．２４３ ０．４１６� ０．００２
１５�１９ ０．３７３ ０．３３８ ０．２０５
２０�２４ ０．４１１� ０．３５０ ０．４１０�
２５�２９ ０．６５７�� ０．５９３�� ０．６００��
３０�３４ ０．７３９�� ０．６１８�� ０．５５５��
３５�３９ ０．７１１�� ０．６８４�� ０．５１２��
４０�４４ ０．５９９�� ０．６４３�� ０．３４１
４５�４９ ０．６７９�� ０．６４０�� ０．５６５��
５０�５４ ０．６６３�� ０．６９４�� ０．２３３
５５�５９ ０．７５２�� ０．７３２�� ０．２７７
６０�６４ ０．５０４�� ０．６７５�� �０．０３５
６５�６９ ０．４７６� ０．５７４�� ０．１６０
７０�７４ ０．０１０ ０．１４１ �０．１８２
７５�７９ �０．４１７� �０．３２９ �０．２７６
８０�８４ �０．３５６ �０．０８７ �０．３８３
８５� �０．３２７ �０．２４７ �０．０８７
総数 ０．８７０�� ０．８８５�� ０．６９７��

�Ｐ＜０．０５
��Ｐ＜０．０１

表３．北海道の完全失業率（男女計）と札幌市の男女別・年齢階級別自殺粗死亡率との相関係数（１９８３－２０１０）．

図２．北海道の完全失業率と札幌市の自殺粗死亡率との関係．

図１．北海道の完全失業率と札幌市の自殺粗死亡率の推移．
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４．表４に動機毎の人口１０万対粗死亡率を示す．それ

ぞれの全国の粗死亡率を札幌市の人口に掛けたものを

期待値とし，札幌市の実数と突き合わせて χ２検定を
行った．動機については，札幌市は健康問題は全体と

して有意に少なかったが，女性の男女問題は多い傾向

が認められた．

５．手段については，全国データがないため，東京特

別区・大阪市・福岡市の３都市それぞれの実数を，そ

れぞれの２０１０年人口で割って粗死亡率を求め，単純に

比較した．札幌市では「練炭等」が多く，「飛降り」・

「飛込み」が少なかった（表５）．

考察

札幌市における自殺粗死亡率は，全国より際立って

多いとは言えない．「北海道における主要死因の概

要」に報告された SMRの数字でも同様の結果であっ
た．しかし，SMRが上昇傾向にあり，以前存在した
有意に低い状態が消失したことには注意すべきであろ

う．

動機については，札幌市は健康問題が少なかった

が，これは札幌市には医療施設が多いことも関係する

と考えられる．２００８年の医療施設調査によれば，全国

には８７９４軒の病院，つまり人口１万対０．７軒の病院が

あるが，札幌市には２０９軒，つまり人口１万対１．１軒あ

るため，医療へのアクセスが比較的容易であることが

関係しているのかも知れない．

女性の男女問題による自殺は多い傾向が見られた

が，これには札幌市の若年成人の人口割合が全国より

高いことが関係しているのかも知れない．全国では

２０１０年の２０�３９歳の人口が２５．０％だったのに対し，札
幌市は同年には２７．３％を占めていた．

「練炭等」による自殺が多い理由，および「飛降り」

が少ない理由は明確にはできなかった．「飛込み」が

少ないのが札幌市の特徴であった．札幌市営地下鉄東

西線には２００９年３月までに可動式ホーム柵が設置さ

れ，南北線各駅にも２０１２年現在，順次設置が進められ

ている．柵設置以前の東西線では，１０年間で３３件の投

身事故が起こっていたが８），完成以後は起こっていな

い．物理的に飛び込みができないようにすることは，

自殺を減少させる有効な手立てであろう．

自殺の多寡は，社会情勢により，かなり影響を受け

る．例えば，戦争の最中には自殺が減少するとされて

おり，太平洋戦争中のわが国でも，自殺は著しく減っ

た９）（１９３６年に１５４２３人，１９４３年に８７８４人）．現在のわ

が国では，経済状態が大きな要因となっている．自

殺・放火・離婚など社会病理学的な現象の増減は，失

業率などにより代表される経済的な状況の善し悪しと

よく相関する．経済状態の悪化は，人の攻撃性を高

め，それが自身に向かえば自殺，家庭に向かえば離

婚，社会に向かえば放火，という形で現れると考えら

れる１０，１１）．札幌市単独の完全失業率のデータは存在し

ないものの，北海道全体としての完全失業率と札幌市

のそれとの間に，大きな乖離はないと考えて差し支え

ないであろう．札幌市では２００９年に自殺総合推進会議

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他

札幌市

総数 ２．８７ ８．５２��� ４．４４ ２．１９ ０．９９ ０．４２ １．２０

男性 ３．０１�� ９．１４��� ８．５９ ４．２４ １．００ ０．６７ １．５６

女性 ２．７５ ７．９７ ０．７９ ０．３９ ０．９８�� ０．２０ ０．８９

全国

総数 ３．１９ １０．９８ ４．８１ １．７８ ０．８３ ０．２５ １．１６

男性 ４．１８ １３．２４ ８．８３ ３．２７ １．１０ ０．４０ １．７３

女性 ２．２６ ８．８４ １．００ ０．３７ ０．５８ ０．１２ ０．６２

�０．０５＜Ｐ＜０．１０
�Ｐ＜０．０５
��Ｐ＜０．０１
�：期待数より多い
�：期待数より少ない

表４．全国および札幌市における動機別自殺粗死亡率（人口１０万対；２０１０年）．

首つり 服毒 練炭等 飛降り 飛込み その他 不詳

札幌市 １５．７９ ０．２１ ３．５１ １．９４ ０．１０ ３．６７ ０．００

東京都特別区（計） １４．０８ ０．５１ １．６３ ４．２８ ０．７８ ２．７３ ０．０６

大阪市 １６．５６ １．７１ １．９１ ６．８６ ０．６６ ２．４２ ０．０４

福岡市 １５．４９ ０．６２ ２．８４ ３．８０ ０．４１ ３．１１ ０．０７

表５．札幌市などにおける手段別自殺粗死亡率（人口１０万対；２０１０年）．
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が設置され，２０１０年には自殺対策行動計画が策定され

るなど，様々な対策が講じられている．大幅に自殺を

減少させるような手段はなかなか見つからないのが現

状であるが，少なくとも経済的理由での自殺を減らそ

うとすれば，社会全体としての経済状態を好転させる

ことが有効な対策となるであろう．
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Epidemiology of suicide in Sapporo City

Motoi NISHI

Department of Fundamental Health Sciences
Health Sciences University of Hokkaido

Summary
Purpose： Epidemiological analysis of suicide in Sapporo City in these about thirty years．
Materials and Methods： The number of suicide and population depend on vital statistics and population cen-
sus，respectively．The source of standard mortality ratio （SMR） is the series of ”SMR of main diseases in
Hokkaido�．Unemployment rates depend on Labour Force Survey．Causes and measures of suicide depend on
the data of the National Police Agency．These data are analysed，being classified by sex or age．
Results： From１９８０ to２０１０，the crude death rate of suicide in Sapporo City was not significantly high（P＞
０．０５），though in several years it was significantly low（P＜０．０５）．There was a tendency that the SMR became
gradually high from１９８２ to２００９．There was a high correlation between the crude death rate of suicide in
Sapporo City and the unemployment rate（r＝０．８７，P＜０．０１）．When the unemployment rate decreases by１％，
about７０suicides will be avoided．The crude death rate of suicide based on �health problems� was significantly
low in Sapporo City （P＜０．０５）．
Discussion： Though the crude death rate of suicide is not prominently high in Sapporo City，we should be
careful about the increase in its SMR．Improvement in the condition of economy is one of the most effective
measures to decrease suicides．

Key words： epidemiology，Sapporo City，suicide，vital statistics．
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